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介護予防通所介護利用者の日常生活機能の低下要因 
 
The decline factors of instrumentel activity of daily living and activity of  
daily living in the Outpatient Preventive Long-Term Care 
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介護予防，日常生活機能の低下原因，日常生活の充実感 
 
＜要   約＞ 
 日本では，高齢化や平均寿命の伸展に伴い，介護の必要な高齢者人口が増加している。そ
のなかでも特に要支援 1・2 の高齢者人口が増加しているなか，厚生労働省は2017年をめど
に予防給付を市町村の地域支援事業に移行し，地域の実情に合わせた柔軟なサービスの提供
を狙っている。これらのことから，本研究では，介護予防通所介護利用者を対象に，今後地
域に密着したサービスを提供するために求められることを明らかにするため，日常生活機能
低下要因を探ることを目的とした。調査対象は，介護予防通所介護施設の利用者157名で，
調査方法は個別面接調査法を用いた。本研究分析の結果，「IADLと日常生活の充実感」に有意
差がみられた。介護予防通所介護において，利用者の日常生活機能の低下を防ぐには，日常
生活に充実感の得られる介護予防プログラムの提供が求められることが示唆された。 
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１．はじめに 
 2005（平成17）年の介護保険法の改正に伴い，
要支援高齢者の状態がそれ以上重くなることを防
ぐための新予防給付が創設された。また，65歳
以上の高齢者が要支援や要介護状態になることを
防ぐための介護予防事業もはじまり1），介護予防
がより重視されるようになった。その背景には，
要介護度別にみた軽度者の急増と要介護者の重度
化などがある。2004（平成16）年の厚生労働省
の「介護保険事業状況報告」2）によると，介護保
険制度が始まった2000（平成12）年から2004
（平成16）年までに，要支援・要介護  1 レベルの
認定者数の増加は著しく，29.1万人から63.9万人
へとわずか  4  年間で2.2倍増加したのである。ま
た，要介護  1  の認定者数も2000（平成12）年に
は55.1万人だったが，2004（平成16）年には
129.8万人へと2.4倍増加した。そのうえ，2013
（平成25）年10月  1 日現在，65歳以上の高齢者人
口が過去最高の 3,079万人となり高齢化率が
24.1％に達している。総人口が減少するなかで高
齢者が増加することにより高齢化率は上昇を続け，
2035（平成47）年には33.4％で 3 人に 1 人が高齢
者になると予測されている。また，介護保険事業
状況報告3）によると，平成25年 1 月末現在の要支
援  1 の認定者は748,916人で，要支援  2 は756,757
人 で あ る 。 ま た ， 厚 生 労 働 省 よ り 平 成 25
（2013）年に発表された，日本人の平均寿命は，
男性が79.94歳で女性は86.41歳である。つまり，
65歳時の平均余命は，昭和30（1955）年には男
性が11.82年，女性が14.13年であったものが，現
在は男性，女性ともに高齢期が長くなり，65歳
時の平均余命は，2060（平成72）年には男性
22.33年，女性27.72年となり，高齢期はさらに長
くなるとされる。4） 
 このように，高齢化が進むなか，介護が必要な
高齢者人口は増加している。特に，要支援  1  と
要支援  2  のような，要介護度が軽度の高齢者人
口が増加している。5）長期化する高齢期に，介護
を必要とせずに健康な状態で過ごすことを願う高
齢者は少なくない。そのためには，介護予防に関
する取り組みが，今後より一層重要な課題である
と考える。介護予防通所介護サービスが始まった
当初は，介護予防サービスを提供する事業所が多
くなった。しかし，現在は，社会福祉法人のみな
らず，医療法人やNPO法人，株式会社など，多様
な運営主体による介護予防事業が展開されるよう
になり，介護予防通所サービスの多様化が図れる
ようになった。これらのことをふまえ，厚生労働
省は，2013年  9  月  4  日の社会保険審議会介護保
険部会にて，要支援者向けの介護予防サービスの
見直しを提示した。2015年から  3  年程度かけて
2017年をめどに，予防給付を市町村の地域支援
事業に移行する方針である。サービスの内容や料
金を全国一律ではなく市町村の裁量に任せ，多様
な主体が参入し，ボランティアを活用しながら地
域の実情に合わせた柔軟なサービスの提供が今回
の見直しの目的である。 
 そこで，本研究では，介護予防通所介護利用者
を対象に，今後地域に密着したサービスを提供す
るために求められることを明らかにしたく，その
第一歩として介護予防通所介護利用者の日常生活
機能低下要因を明らかにすることを目的とした。 
 
２．方法 
（１）調査対象 
 調査対象の選定については，本研究の「調査依
頼」に対して，承諾が得られた介護予防通所介護
施設の要支援 1・2 の利用者を調査対象とした。 
 
（２）調査内容 
 ①調査方法 
 調査用紙は，隅田ら6）（2002）が作成した調査
用紙を基本に作成し使用した。調査においては，
施設の相談員による個別面接調査法により，得ら
れた回答を相談員が記入することを原則とした。
調査期間は，2011年10月  1  日から10月30日まで
である。 
 
 ②調査項目 
 調査項目は基本属性として「性別」，「年齢」の
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他に以下の変数を用いて分析を行った。①日常生
活機能としてIADLは隅田ら（2002）の調査を基
に「バスや電車での外出」「買い物」「食事の用
意」「金銭管理」「片付けや掃除」「洗濯」「電話を
かけること」の  7  つの動作についてと，ADLの
項目として「歩行」「食事」「トイレ」「入浴」「身
だしなみ」の  5  つの動作について，それぞれ
「できる」「やや時間がかかるができる」「介助を
必要とする」の  3  段階で質問をした。その他の
項目として鄭ら7）（2010）の調査を参考に②「最
長職歴」，家族の状況として③「配偶者の有無」，
「世帯形態」，「子どもの人数」，経済状況として④
「個別収入」，生活習慣の項目として⑤「食生活」，
「喫煙状況」，「飲酒状況」，交流・外出の項目とし
て⑥「別居親族との交流頻度」，「友人や近隣との
交流頻度」，日常生活の状況の項目として⑦「日
常生活の充実感」，「生活は豊かだと思いますか」，
を設定した。 
 
 ③分析方法 
 本研究の目的である「日常生活機能低下の関連
要因」の分析，及び構築した作業仮説の立証を行
うために上記調査項目の「日常生活機能」の分析
を行った。分析時にADLとIADLについては，「で
きる」を「低下なし」，「やや時間がかかるができ
る」と「介助を必要とする」が「低下あり」とし
て分けることとした。「日常生活機能」について
は従属変数を「ADL」，「IADL」とし，一元配置
分散分析（one-way ANOVA）を行った。 
  
④倫理的配慮 
 本調査では，調査対象の介護予防通所介護施設
の理事長や施設長，相談員に研究計画書を提示し，
研究の趣旨を口頭および文章で説明した。了解が
得られた後，相談員に研究計画書を提示し，研究
以外の目的でデータを使用しないこと，研究で知
りえた情報は秘密保持すること，データは研究者
が管理し，研究終了後研究者自身が責任をもって
処理することを説明した。利用者にも同様の口頭
と文章で説明し，同意が得られた利用者を調査対
象にした。なお回収された報告書はSPSS 17 for 
Windowsにより，数値のみの処理で分析を行った。 
 
３．結果 
（１）対象者の基本属性と日常生活機能 
 調査の結果、二次予防対象高齢者から59名
（ 38.3 ％）、要支援  1 ･ 2  の利用者から 95名
（61.7％）の回答が得られた。 
 全対象者（ N=157 ）の性別は、男性 45名
（28.7％）、女性103名（65.6％）、無回答  9  名
（5.7％）であった。年齢内訳は最低年齢が64歳、
最高年齢が92歳で、平均年齢が77.94歳（SD：±
6.113）であった（表 1 ）。 
 
表1 対象者の基本属性 
基本属性          （％）  
性別 男性  45（28.7） 
 
女性 103（65.6） 
年齢 60 歳代 10（6.9） 
 70 歳代  70（48.6） 
 80 歳代  61（42.4） 
 90 歳以上  3（2.1） 
 
 日常生活機能の分析の結果、低下の割合は、
ADLの項目では「歩行」の低下割合がもっとも高
く（34.6％）、「身だしなみ」（12.3％）、「入浴」
（10.9％）、「食事」（10.3％）、「トイレ」（4.5％）で
あった。IADLの項目では、「片づけや掃除」の低
下割合がもっとも高く（36.5％）、「食事の用意」
（24.6％）、「洗濯」（20.8％）、「バス･電車での外
出」（19.8％）、「買い物」（16.3％）、「金銭管理」
（6.4％）、「電話をかけること」（5.1％）となった
（表 2 ）。 
 分析の結果、「IADLの低下」に関しては「日常
生活の充実感」との関連に有意な差が見られた。 
 
（２）IADL、ADLと日常生活の充実感 
 「日常生活の充実感」の項目では「充実してい
る」が96名、「どちらでもない」が38名、「充実
していない」が 9 名であった。 
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 分析の結果、日常生活の充実感とIADLの関連
性については IADLの低下がなく、日常生活が
「充実している」と回答した利用者が 57名
（59.4％）であり、IADLの低下があり、「充実し
ている」と回答した利用者よりも高い割合であっ
た。またIADLの低下があり、日常生活の充実感
が「どちらでもない」と回答した利用者はIADL
の低下がなく「どちらでもない」と回答した利用
者よりも高い割合であり有意な差がみられた（F
＝5.886、df＝1、p＝0.017）（表 3 ）。 
 
（３）その他の項目 
 「食生活」、「喫煙状況」、「飲酒状況」、「配偶者
の有無」、「世帯形態」、「子どもの人数」、「個人収
入」、「最長職歴」、「別居親族との交流頻度」、「友
人や近隣との交流頻度」、「生活は豊かだと思いま
すか」の項目ではADL、IADLとの有意な差は見
られなかった（表 4 、表 5 ）。 
表２ ADLとIADLの低下割合 
n=157（％） 
日常生活機能   
ADL 全体   
ADL の 5 項目 歩行 54（34.6） 
 食事 16（10.3） 
 トイレ 7（4.5） 
 入浴 17（10.9） 
 身だしなみ 19（12.3） 
IADL の 7 項目   
 バス･電車での外出 31（19.8） 
 買い物 25（16.3） 
 食事の用意 38（24.6） 
 金銭管理 10（6.4） 
 片づけや掃除 57（36.5） 
 洗濯 32（20.8） 
 電話をかけること 8（5.1） 
1）無回答を除いた数値 
 
 
 
表３ IADLと日常生活の充実感 
単位%  
   充実している どちらでもない 充実していない 合計 p 値 
日常生活の 
充実感 
IADL 低下なし 57（59.4） 17（44.7） 5（55.6） 79（55.2） 
* 
低下あり 39（40.6） 21（55.3） 4（44.4） 44（44.8） 
*：p <0.05 **：p <0.01 ***：p <0.001 ＋：p<0.10   
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表４ IADLと関連性が見られなかった項目 
  IADL 低下なし IADL 低下あり p値 
食生活 良好 73（92.4） 6（7.6） 
n.s 
良好ではない 62（91.2） 6（8.9） 
喫煙状況 吸わない 75（56.8） 57（43.2） 
n.s 
以前は吸っていたが現
在は吸わない 
2（22.2） 7（77.8） 
吸う 5（55.6） 4（44.4） 
飲酒状況 飲まない 65（80.2） 16（19.8） 
n.s 
飲む 51（75.0） 17（25.0） 
配偶者の有無 あり 43（58.1） 31（41.9） 
n.s 
なし 33（48.5） 35（51.5） 
世帯形態 ひとり暮らし 25（59.5） 17（40.5） 
n.s 
夫婦二人暮らし 22（48.9） 23（51.1） 
子との同居 25（49.0） 26（51.0） 
その他 3（100） 0（0.0） 
子どもの人数 0人 20（50.0） 20（50.0） 
n.s 
1人 15（55.6） 12（44.4） 
2人 29（53.7） 25（46.3） 
3人 8（50.0） 8（50.0） 
4人以上 2（66.7） 1（33.3） 
個人収入 10万円未満 19（51.4） 18（48.6） 
n.s 10～15万円未満 10（50.0） 10（50.0） 
15万円以上 40（54.1） 34（45.9） 
最長職歴 行政・教育 21（56.8） 16（43.2） 
n.s 
貿易・サービス 21（47.7） 23（52.3） 
産業現場 5（62.5） 3（37.5） 
職歴なし 11（52.4） 10（47.6） 
その他 5（38.5） 8（61.5） 
別居親族との交流
頻度 
毎日 11（68.8） 5（31.2） 
n.s 週に 1回～数回 39（54.9） 32（45.1） 
交流が少ない・ない 28（50.9） 27（49.1） 
友人や近隣との交
流頻度 
毎日 16（84.2） 3（15.8） 
n.s 週に 1回～数回 41（50.6） 40（49.4） 
交流が少ない・ない 24（51.1） 23（48.9） 
生活は豊かだと思
いますか 
豊かだと思う 5（45.5） 6（54.5） 
n.s 普通だと思う 59（53.2） 52（46.8） 
そうは思わない 8（66.7） 4（33.3） 
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表５ ADLと関連性が見られなかった項目 
  ADL 低下なし ADL 低下あり p値 
食生活 良好 89（64.0） 50（36.0） 
n.s 
良好ではない 5（45.5） 6（54.5） 
喫煙状況 吸わない 89（66.4） 45（33.6） 
n.s 
以前は吸っていたが現
在は吸わない 
3（27.3） 8（72.7） 
吸う 5（55.6） 4（44.4） 
飲酒状況 飲まない 77（65.8） 40（34.2） 
n.s 
飲む 20（55.6） 16（44.4） 
配偶者の有無 あり 50（64.1） 28（35.9） 
n.s 
なし 43（63.2） 25（36.8） 
世帯形態 ひとり暮らし 27（64.3） 15（35.7） 
n.s 
夫婦二人暮らし 29（59.2） 20（40.8） 
子との同居 33（64.7） 18（35.3） 
その他 3（100） 0（0.0） 
子どもの人数 0 人 22（55.0） 18（45.0） 
n.s 
1 人 19（67.9） 9（32.1） 
2 人 38（67.9） 18（32.1） 
3 人 11（64.7） 6（35.3） 
4 人以上 2（66.7） 1（33.3） 
個人収入 10 万円未満 19（51.4） 18（48.6） 
n.s 10～15 万円未満 14（70.0） 6（30.0） 
15 万円以上 53（67.9） 25（32.1） 
最長職歴 行政・教育 27（73.0） 10（27.0） 
n.s 
貿易・サービス 32（68.1） 15（31.9） 
産業現場 4（50.0） 4（50.0） 
職歴なし 11（52.4） 10（47.6） 
その他 8（57.1） 6（42.9） 
別居親族との交流
頻度 
毎日 9（56.2） 7（43.8） 
n.s 週に 1 回～数回 46（63.0） 27（37.0） 
交流が少ない・ない 37（66.1） 19（33.9） 
友人や近隣との交
流頻度 
毎日 17（85.0） 3（15.0） 
n.s 週に 1 回～数回 49（59.0） 34（41.0） 
交流が少ない・ない 29（60.4） 19（39.6） 
日常生活の充実感 充実している 68（68.0） 32（32.0） 
n.s どちらでもない 18（47.4） 20（52.6） 
充実していない 5（55.6） 4（44.4） 
生活は豊かだと思
いますか 
豊かだと思う 8（72.7） 3（27.3） 
n.s 普通だと思う 73（63.5） 42（36.5） 
そうは思わない 8（66.7） 4（33.3） 
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４．考察 
 介護予防通所介護施設の利用者への調査の結果，
日常生活が充実している利用者のIADLが低下し
にくいことが明らかになった。東内8）によると，
介護予防とは，現在はADLに問題がない高齢者
であっても，ADLが低下しないようにすること
である，とされる。厚生労働省は、要支援  1・2 
のような介護度が軽度の高齢者が、要介護状態に
なる原因として、「高齢による衰弱」「関節疾患」
「骨折・転倒」が約半数を占めていることから、
体を動かすことが介護予防に繋がるとしている。
また、平成23年度厚生労働省老人保健健康増進
等事業の「介護予防・日常生活支援総合事業の手
引き」では、介護予防において目指すものは「高
齢者本人の自己実現」と「生きがいを持っていた
だき、自分らしい生活を創っていただく」ことへ
の支援である。とし、高齢期には日々の生活を自
立して暮らすために要介護状態等となることの予
防、すなわち介護予防の取り組みが必須である9）
としている。このようなことを踏まえ、厚生労働
省は、平成25年9月  4 日に開かれた「第47回社会
保障審議会介護保険部会」において、予防給付を
地域支援事業に移行するとともに、従来の介護予
防事業を見直し機能を強化する方針を提案した。
13市区町村に対し実施された「市町村介護予防
強化事業」の成果を踏まえ、リハビリテーション
専門職やボランティアなどを活用しながら、市町
村の裁量で多様な主体により、地域の実情に合わ
せた柔軟な取り組みを目指すものである。これら
のことを踏まえながら本研究結果を鑑みると、介
護予防通所介護を利用する高齢者の介護予防には、
地域の実情に合わせ個々の利用者が充実した日常
生活を送れるようなプログラムの提供や支援が必
要であると考えられる。 
 2012（平成24）年の「国民生活に関する世論
調査」10）おいて，日常生活の充実感に対し「十
分充実感を感じている」「まあ充実感を感じてい
る」「あまり充実感を感じていない」「どちらとも
いえない」と答えた者（6,006人）に，日頃の生活
の中で充実感を感じるのは，主にどのような時か
聞いたところ，「家族団らんの時」が51.3％でもっ
とも割合が高く，次いで「友人や知人と会合，雑
談している時」が44.5％であり，「趣味やスポー
ツに熱中している時」が43.8％，「ゆったりと休
養している時」が43.8％の順であった。（複数回
答）。 
 そこで，今回の調査対象である60代以上の
データをみると，60歳から69歳までの女性では
「友人や知人と会合，雑談している時」が49.6％
で最も高く，次いで「家族団らんの時」が46.5％，
「ゆったりと休養している時」44.4％，「趣味やス
ポーツに熱中している時」41.3％の順にあった。
70歳以上の女性では，「友人や知人と会合，雑談
している時」が最も高くて46.1％を占め，次いで
「ゆったりと休養している時」が41.3％，「趣味や
スポーツに熱中している時」36.5％，「家族団ら
んの時」34.5％の順であった。また，60歳から69
歳の男性では「趣味やスポーツに熱中している
時」が48.8％で最も高い割合で，次いで「家族団
らんの時」が40.1％，「ゆったりと休養している
時」が39.3％，「仕事にうちこんでいる時」が
37.5％，「友人や知人と会合，雑談している時」
が34.2％であった。70歳以上の男性では，「趣味
やスポーツに熱中している時」が43.8％最も多く，
次いで「家族団らんの時」が36.6％，「友人や知
人と会合，雑談している時」36.2％，「ゆったり
と休養している時」33.1％だった。 
 本研究の対象者である介護予防通所介護施設の
利用者の年齢層をから，上記60歳以上の男女の
結果を踏まえると，年齢や性別に差異はあるが，
「友人や知人と会合，雑談」ができ，「趣味やス
ポーツに熱中できる」介護予防サービスの提供が
充実した日常生活になり，その結果介護予防通所
介護利用者のIADL低下を防ぐといえるだろう。
つまり，介護予防通所介護施設では，友人や知人
とコミュニケーションを取りながら交流できる場
として機能され，個々の利用者に合った趣味活動
やスポーツ活動などができる多様かつ柔軟なサー
ビスの提供が必要である。井上ら11）によると，
リハビリテーションサービスを中心としたデイ
サービスにおけるアプローチには，個別性・選択
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性に配慮した受難な対応が必要である。とされる。
これらのことから，介護予防通所介護施設の利用
者が充実した生活を送るには，地域の実情や個々
の利用者の多様なニーズの把握・アセスメントに
基づいた個別かつ多様なプログラムを用意し，利
用者が選択できるように工夫するなど，柔軟な
サービスの提供が求められる。 
 本研究対象である，介護予防通所介護のような
通所系サービスは，日常生活を活発にし，利用者
の状態の改善と重度化の防止を目的としている。
しかしながら，在宅で生活している利用者が施設
に出向いてサービスを利用しようとしなければ成
り立たないサービスである。介護保険は，高齢者
の自立支援を目的とし，介護保険法第  4  条にお
いて，国民の努力及び義務として，「国民は，自
ら要介護状態になることを予防するため加齢に
伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保
持増進につとめるとともに，要介護状態となった
場合においても，進んでリハビリテーションその
他の適切な保険医療サービス及び福祉サービスを
利用することにより，その有する能力の維持向上
に努めるものとする」と規定している。しかし，
池田12）によると，介護保険制度が導入された当
初，利用者の自由意思に基づく選択が行われると
みられていたが，実はそうではない。とされるな
ど，国民が自らの意思でサービスを利用している
現状であるとは言い難い。特に，介護予防通所介
護のような通所系サービスは，利用者に対しての
わかりやすい情報提供，介護予防サービス利用への
アプローチなど，サービス利用までのマネジメン
トが必要不可欠である。また，自宅で生活してい
る高齢者に介護予防サービスへの参加を促すには，
当事者のみではなく，高齢者を取り巻く家族や地
域住民へのアプローチも必要である。伊東ら13）
は，利用者だけではなく，家族や地域住民へも働
きかけることによって介護予防推進を図っていた。
とする。これらのことから，地域の高齢者が自ら
介護予防通所介護施設に通い介護予防サービスを
利用するには，利用者や家族，地域住民，地域包
括支援センターなどが連携しながら，高齢者の現
状を把握し，在宅で生活している要支援  1・2  の
高齢者の参加を促すことが重要である。 
 つまり，通所型介護予防事業利用者の日常生活
機能の低下を防ぐには，利用者のニーズの把握や
的確な情報提供，さらには家族や地域と連携し，
利用者の日常生活の充実を図る個別的かつ柔軟で
多様なサービスの提供や支援が必要である。 
 
５．本研究の限界と今後の課題 
 本研究は，一か所のみの介護予防通所介護利用
者を対象に調査・分析した結果である。そのため，
本研究結果を，日常生活機能低下要因として一般
化することは困難である。今後は，他地域や他法
人，他主体による介護予防通所介護サービスの利
用者を対象に日常生活機能低下の要因に関する調
査を行い，介護予防に求められることを探ってい
きたい。また，個々の利用者がどのような時に充
実感を感じるかについてインタビュー調査を行い，
個々の利用者の求める介護予防通所介護サービス
の在り方やプログラム内容について追及していき
たい。 
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